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施策目標４－７ 宇宙・航空分野の研究・開発・利用の推進 
 
宇宙・航空分野の研究・開発・利用を積極的に推進することにより、国民生活の豊かさと質の向上、 
人類社会の持続的な発展への貢献、先端技術開発による産業基盤の強化と経済発展、人類の知的好奇心の 
追及、及び我が国の総合的な安全保障への貢献を目指す。（１５年度・２４年度） 
 

●関係する施策方針演説等内閣の重要政策（主なもの）

 
 
 

 
研究開発局参事官（宇宙航空政策担当）（池原 充洋） 
 
 

 
研究開発局宇宙開発利用課（中川 健朗） 
 
 

 
各達成目標の平均から判断（Ｓ＝４、Ａ＝３、Ｂ＝２、Ｃ＝１として計算）。 

判断基準 
Ｓ＝3.4～4.0 
Ａ＝2.6～3.3 
Ｂ＝1.8～2.5 
Ｃ＝1.0～1.7 

 
 

 
輸送系技術については、Ｈ－ⅡＡロケットの打上げについて、目標となる成功率９０％を超えるとともに、基幹輸
送系の維持、多様な輸送手段の確保、更なる信頼性の向上、及び将来輸送系に必要な技術基盤の確立に向けた研究開
発が概ね計画どおり実施された。 
人工衛星については、既に打ち上げた人工衛星等の運用及び将来打上げ予定の人工衛星等の開発が概ね計画どおり
行われた。特に陸域観測技術衛星「だいち」が災害時に緊急観測等を行い、宇宙開発利用の成果を国民・社会に還元
するとともに、宇宙科学の分野においても、太陽観測衛星「ひので」、赤外線天文衛星「あかり」等が学術的に意義
の大きな成果を挙げ、高く評価された。 
また、宇宙分野の広報・普及活動も前年度を上回る規模で実施され、国民・社会からの理解の増進に貢献した。 
さらに、航空分野においては、民間企業との連携により、国産旅客機の開発や環境適合型エンジン等の研究開発を
推進した。 
 
 

 
  Ａ 
施策目標４－７の下の各達成目標については、上記のとおり概ね順調に進捗している。よって、達成年度である
平成２４年度には、新たな活動領域として更なる展開が期待される宇宙・航空分野において、国民生活の豊かさと質
の向上、人類社会の持続的な発展への貢献、先端技術開発による産業基盤の強化と経済発展、人類の知的好奇心の追
求、及び我が国の総合的な安全保障への貢献が可能と推測される。 
 
 

 
Ｈ－ⅡＡロケットの成功率を更に高め、基幹輸送系の維持・発展を図るとともに、Ｈ－ⅡＢロケット、ＬＮＧ推
進系等の開発についても計画どおり推進する。 
衛星分野については、温室効果ガス観測技術衛星（ＧＯＳＡＴ）、地球環境変動観測ミッション（ＧＣＯＭ）、
月周回衛星（ＳＥＬＥＮＥ）、第２４号科学衛星（ＰＬＡＮＥＴ－Ｃ：金星探査機）等の開発を計画どおり推進する
とともに、陸域観測技術衛星「だいち」をはじめとした現在運用中の衛星についても、引き続き運用を行い、成果
の国民・社会への還元を目指す。 
また、新たな宇宙開発のニーズの開拓に向けて、宇宙分野の広報・普及活動を、教育機関等とも連携しつつ効率
的実施する。 
さらに、国産小型旅客機及び環境適合型エンジンの開発については、企業側の取組みと連携して適切に対応してい
るところであり、引き続き同プロジェクトを推進する。 
 
→予算、機構定員要求等への考え方 
施策目標４－７の下の各達成目標の達成にむけて、引き続き必要な予算、人員の確保を図る。 
 

 
 

・第１６６回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説（平成１９年１月２６日） 
・第３期科学技術基本計画（平成１８年３月２８日閣議決定） 
・分野別推進戦略（平成１８年３月２８日総合科学技術会議） 
・我が国における宇宙開発利用の基本戦略（平成１６年９月９日総合科学技術会議） 
・宇宙開発に関する長期的な計画（平成１５年９月１日総務大臣、文部科学大臣、国土交通大臣） 
・経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定） 
 

特になし 
 

 
特になし 
 
 

 
評価結果は概ね妥当

●今後の課題及び政策への反映方針 

●政策評価担当部局の所見 

●関連課（課長名） 

●主管課（課長名） 

●評価の判断基準 

●備考 

●評価結果 

●平成18年度の状況 

●関連達成目標 
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達成目標４－７－１ 
 
我が国として、必要な人工衛星等を必要な時に独自に打ち上げるために必要な「自律的な宇宙
輸送システム」の確立に向け、基幹輸送系の維持、多様な輸送手段の確保、更なる信頼性の向上、
及び将来輸送系に必要な技術基盤の確立を行う。（１５年度・２４年度） 

 
１．評価の判断基準 
各判断基準の結果の平均から判断する（Ｓ=４、Ａ=３、Ｂ=２、Ｃ=１と換算する。） 

我が国の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケットについて、初期運用段階（２０機程度）における平均的な打
上げ成功率８０％を大きく越える打上げ成功率９０％に向けた達成状況。 

判断基準１ Ｓ＝これまでの打上げ成功率９０％以上 
Ａ＝これまでの打上げ成功率８０％以上９０％未満 
Ｂ＝これまでの打上げ成功率７０％以上８０％未満 
Ｃ＝これまでの打上げ成功率７０％未満 

 
基幹輸送系の維持、多様な輸送手段の確保、更なる信頼性の向上、及び将来輸送系に必要な技術基盤の確立
の進捗状況 

判断基準２ Ｓ＝当初計画以上に進捗している。 
Ａ＝当初計画どおりに進捗している。 
Ｂ＝当初計画からやや遅れが見られる。 
Ｃ＝当初計画から大幅に遅れが見られる。 

 
２．平成18年度の状況 
ロケットの打上げについて、平成１８年度の当初計画どおり、Ｈ－ⅡＡロケット３機及びＭ－Ｖロケット１機の
打上げに全て成功した。 
我が国の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケットについては、これまで１２機の打上げを行い、うち１１機の打上
げに成功し、目標となる成功率９０％をＨ－ⅡＡロケット１０号機の打上げの成功をもって達成し、基幹輸送系の
維持及び更なる信頼性の向上に向けて前進した。 
多様な輸送手段の確保として、国際宇宙ステーションへの物資補給等を目的としたＨ－ⅡＢロケット（Ｈ－ⅡＡ
ロケット能力向上型）については、１８年度当初計画どおりの平成２１年度の試験機打上げに向けて開発を進めた。 
官民で協力して開発中の、次世代基幹ロケットのキー技術の有力な候補であるＬＮＧ推進系の開発については、平
成１４年度に開発へ移行したが、その後の開発過程で技術課題が発生するなどの状況の変化をうけて、宇宙開発委員
会において中間評価を行い、平成２２年度の民間へのエンジン引渡しに向けた新たな開発計画に基づき開発を推進す
ることとした。 
 
（指標） 
 １４ １５ １６ １７ １８ 
①Ｈ－ⅡＡロケット打上げ成功回数 （）内は打上げ回数 ３ ０（１） １（１） ２（２） ３（３）
②Ｍ－Ｖロケット打上げ成功回数 （）内は打上げ回数 ０ １（１） ０（０） ２（２） １（１）

 
３．評価結果 
Ａ 
 
４．今後の課題及び政策への反映方針 
基幹輸送系の維持及び更なる信頼性の向上に向けて、Ｈ－ⅡＡロケットの成功率を更に高めるため、信頼性向上
プログラムを引き続き実施するとともに、平成１９年度からＨ－ⅡＡロケットの民間による打上げ輸送サービスを
開始し、コスト低減、製造責任一元化による品質向上、国際競争力の確保等を図る。 
多様な輸送手段の確保として、Ｈ－ⅡＢロケットは平成２１年度の試験機打上げに向けて引き続き開発を推進す
る。また、今後１０年間の商業衛星の需要動向については、静止衛星は大型化すると予想される一方で、非静止衛
星は小型から中大型衛星まで多様化することが見込まれており、我が国の政府ミッションについても、今後は中小
型の衛星が多数となる見通しである。 
こうした背景も踏まえつつ、ＬＮＧ推進系については、平成２２年度の民間へのエンジン引渡しに向けて引き続
き開発を推進し、多様な輸送手段の確保と将来輸送系に必要な基盤技術の確立を図る。さらに、小型衛星用の打上
げロケットとして、Ｍ－Ｖロケットまでに培ってきた固体ロケットシステム技術の知見を最大限生かしつつ、Ｈ－
ⅡＡロケット固体推進系等の技術との共通化を図ることにより、コストの低減等も図るべく、新たに次期固体ロケ
ットについての調査研究を行う。 

 
→予算、機構定員等への考え方 
我が国として、必要な人工衛星等を必要な時に独自に打ち上げるために必要な「自律的な宇宙輸送システム」の確
立に向けて、引き続き、必要な予算、人員の確保を図る。 

 

５．主な政策手段 
政策手段の名称 

[18年度予算額（百万円）] 
概要 18年度の実績 

２０年度予算要
求への考え方 

ＪＡＸＡによる宇宙航空分野
の研究・開発・利用 
（ ＪＡＸＡ運営費交付金 
1，383 億円の内数、地球観測衛
星開発費補助金 5億円） 

輸送系技術の開発の推進等 

Ｈ－ⅡＡロケット３機（10、11、12
号機）、 
Ｍ－Ｖロケット１機（7 号機）の打
上げに成功。 

引き続き、必要な
予算、人員の確保
を図る。 



 
 

（施策目標４－７）3 

 
１．評価の判断基準及び指標 

地球観測、災害監視、測位等の利用ニーズを踏まえた衛星システムの開発・運用の進捗状況 

判断基準 
Ｓ＝当初計画以上に進捗している。 
Ａ＝当初計画どおりに進捗している。 
Ｂ＝当初計画からやや遅れが見られる。 
Ｃ＝当初計画から大幅に遅れが見られる。 

 
２．平成18年度の状況 
地球環境観測・災害監視・通信・測位等の分野における衛星システムについて、平成1８年度の当初計画は、技術
試験衛星Ⅷ型（ＥＴＳ－Ⅷ）「きく８号」の打上げ・初期機能確認を行うとともに、既に打ち上げられている人工
衛星（陸域観測技術衛星（ＡＬＯＳ）「だいち」等）の運用を引き続き行うこととしていた。また開発中の人工衛
星については、超高速インターネット衛星（ＷＩＮＤＳ）を平成１９年度の打上げに向けて、温室効果ガス観測技
術衛星（ＧＯＳＡＴ）を平成２０年度の打上げに向けてそれぞれ開発を進めることとしていた。 
 
地球環境観測・災害監視の分野については、「全球地球観測システム（ＧＥＯＳＳ）１０年実施計画」が合意さ
れ、我が国はとりわけ「地球温暖化・炭素循環変化への対応」、「気候変動・水循環変動への対応」、「災害の防
止・軽減への対応」に貢献することしている。また、防災関連の各府省庁、機関、有識者等による意見交換を行い、
防災のための地球観測衛星等に関するニーズを把握するとともに、その実現性を検討するため「防災のための地球
観測衛星等の利用に関する検討会」を１８年２月から８月の間に６回開催し、関連府省庁等からの地球観測衛星の
防災利用に関するニーズ（高分解能センサの開発、災害後の緊急観測、被災地全体をカバーする広域観測等）をま
とめるとともに、陸域観測技術衛星「だいち」（ＡＬＯＳ）による防災利用実証実験計画等を定めた。これらを踏
まえた上で、「だいち」は、全陸域をほぼカバーする合計８０万シーンのデータの取得を行うとともに、防災利用
実証実験計画にもとづき実証実験を行った。また、国際機関、国際災害チャータ、センチネルアジアシステム等の
要請に応え、インドネシア・ジャワ島中部地震や、能登半島地震等の災害発生時等に緊急観測を実施しデータを提
供（合計３９回）するとともに、ソロモン諸島の地震発生後の隆起状況の把握等にも貢献した。さらに、関係省庁
等と協定・共同研究契約を継続して衛星データの利用実証の為の共同研究を実施するなど、成果の国民・社会への
貢献を行った。 
 
また、さらなるＧＥＯＳＳ１０年実施計画への貢献にむけて、温室効果ガス観測技術衛星（ＧＯＳＡＴ）につい
ては、当初計画どおり平成２０年度の打上げに向けて開発を進めた。地球環境変動観測ミッション（ＧＣＯＭ）に
ついては、宇宙開発委員会での事前評価をうけて開発研究を開始することとなった。 
 
通信・測位分野の衛星開発については、技術試験衛星Ⅷ型（ＥＴＳ－Ⅷ）「きく８号」が、平成１８年１２月に
打上げに成功するとともに、大型展開アンテナの展開に成功し、初期機能確認を行った。なお、平成１９年１月に
総務省の独立行政法人情報通信研究機構が開発を担当した通信系ミッション機器の受信系に生じた異常については、
総務省及び独立行政法人情報通信研究機構において原因究明が行われているが、実証実験は当初の計画内容を概ね
実施できる見込みである。 
 
平成１４年度に打ち上げたデータ中継衛星「こだま」は、陸域観測技術衛星（ＡＬＯＳ）「だいち」のデータの
中継等に活躍した。平成１７年８月に打ち上げられた光衛星間通信実験衛星「きらり」も当初の計画どおり運用を
行った。 
 
超高速インターネット衛星（ＷＩＮＤＳ）については、デジタルデバイドの解消や、遠隔医療等のニーズに応え
るべく、当初計画どおり平成１９年度の打上げに向けて開発を進めた。 
 
衛星測位システムの構築に必要な基盤技術の確立を目指した準天頂高精度測位実験技術については、宇宙開発委
員会における中間評価をふまえ、開発に移行することとなった。 
 
(指標) 
 １６ １７ １８ 

ＪＡＸＡが開発し打ち上げた衛星（科学衛星を除く） － 
陸域観測技術衛星 
（ＡＬＯＳ）「だいち」

技術試験衛星Ⅷ型 
（ＥＴＳ－Ⅷ）「きく８号」

特許等の出願数（※科学衛星と利用衛星の合計値） １０９ １１３ １２０
出典：ＪＡＸＡ調べ 
 
３．評価結果 
   Ａ  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

達成目標４－７－２ 
 
地球観測、災害監視、測位等の利用ニーズを踏まえた衛星システムの開発・運用を行い、宇宙
開発の成果を国民・社会に還元する。（１５年度・２４年度） 
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４．評価結果の政策への反映方針 
地球環境観測・災害監視分野については、「全球地球観測システム（ＧＥＯＳＳ）１０年実施計画」への貢献に
向けて、引き続き、地球観測衛星の開発、運用を実施する。また、今後も利用ニーズに応えるべく、データ利用技
術の向上や、更なるデータ利用の拡大等に努めるとともに、継続的なデータの取得・提供の仕組みの構築を目指す。
温室効果ガス観測技術衛星（ＧＯＳＡＴ）については平成２０年度の打上げに向けて引き続き開発を進める。地球
環境変動観測ミッション（ＧＣＯＭ）は、宇宙開発委員会の中間評価をふまえ開発研究を開始する。 
 
通信・測位分野については、準天頂高精度測位実験技術について、平成１８年３月３１日に策定された「準天頂
衛星システム計画の推進に係る基本方針」を受け、衛星初号機の技術実証等について文部科学省がとりまとめ担当
となったことから、総務省、経済産業省、国土交通省の協力を得て、この基本方針に基づき計画を推進する。なお、
計画の推進に当たっては、平成１９年５月に成立した「地理空間情報活用推進基本法」を踏まえて行う。 
 
技術試験衛星Ⅷ型（ＥＴＳ－Ⅷ）「きく８号」については、予定していた実験が実施できるように、情報通信研
究機構を中心に、速やかに中継装置等を準備するとともに、原因究明・異常箇所分離作業を平行して実施する。ま
た、再発防止の徹底を図る。 
 
なお、国家基幹技術である海洋地球観測探査システムを構成する衛星の研究開発・運用については、着実に推進
するため、関連部局とも連携を行う。 
 
→予算、機構定員等への考え方 
地球環境観測、災害監視、測位等の利用ニーズを踏まえた衛星システムの開発・運用に向けて、引き続き、必要な
予算、人員の確保を図る。 
 
 
５．主な政策手段 

政策手段の名称 
[18年度予算額（百万円）] 

概要 18年度の実績 
２０年度予算要
求への考え方

ＪＡＸＡによる宇宙分野の研
究・開発・利用 
（ＪＡＸＡ運営費交付金 1，383
億円の内数、地球観測衛星開発費
補助金 64 億円） 

人工衛星の研究・開発・
運用の推進 

技術試験衛星Ⅷ型（ＥＴＳ－Ⅷ）「きく８号」の打上
げ及び大型展開アンテナの展開に成功。 
また、陸域観測技術衛星「だいち」による、災 
害時の状況の把握を実施。光衛星間通信実験衛星「き
らり」等も順調に運用を継続中。 

引き続き、必要
な予算、人員の
確保を図る 
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達成目標４－７－３ 
 
科学衛星を開発・運用し、宇宙天文学や宇宙探査の分野で学術的に意義の大きな成果を挙げ、
宇宙科学の分野での世界的な研究拠点となる。（１５年度・２４年度） 

 
１．評価の判断基準及び指標 

科学衛星の開発、運用の進捗状況 

判断基準 
Ｓ＝当初計画以上に進捗している。 
Ａ＝当初計画どおりに進捗している。 
Ｂ＝当初計画からやや遅れが見られる。 
Ｃ＝当初計画から大幅に遅れが見られる。 

 
２．平成18年度の状況 
科学衛星について、平成１８年度の当初計画は、第２２号科学衛星「ひので」（太陽観測衛星）の打上げ・運用を
行うとともに、既に打ち上げられている人工衛星（第２１号科学衛星「あかり」（赤外線天文衛星）等）の運用を行
うこととしていた。また、開発中の人工衛星については、月周回衛星（ＳＥＬＥＮＥ）を平成１９年度の打上げに向
けて開発を進めることとしていた。 
第２２号科学衛星「ひので」（太陽観測衛星）については、Ｍ－Ｖロケット７号機により、平成１８年９月に打上
げに成功し、搭載した３種類の最新鋭望遠鏡を用いた初期観測を行い、これまでより解像度の高い太陽表面活動のデ
ータの取得に成功した。 
平成１８年２月に打ち上げた第２１号科学衛星「あかり」（赤外線天文衛星）は、全天にわたる宇宙の赤外線地図
の作成を完了した。 
平成１７年７月に打ち上げた第２３号科学衛星「すざく」（Ｘ線天文衛星）については、１８年度末までに試験観
測を行い、予定していた全天体の観測を終了した。なお、平成５年に打ち上げた第１５号科学衛星「あすか」（Ｘ線
天文衛星）を上回るペースで査読つき学術誌へと論文が掲載されている。 
平成１５年に打ち上げた第２０号科学衛星「はやぶさ」（小惑星探査機）は、平成２２年度の地球への帰還に向け
て準備を行った。 
月周回衛星（ＳＥＬＥＮＥ）については、当初計画どおり平成１９年度の打上げに向けて開発を進めた。第２４
号科学衛星（ＰＬＡＮＥＴ－Ｃ）及び第２５号科学衛星（ＡＳＴＲＯ－Ｇ）については、宇宙開発委員会の事前評価
をふまえ、それぞれ平成１９年度から開発及び開発研究段階に移行することとなった。 
なお、第１７号科学衛星（ＬＵＮＡＲ－Ａ）は、ペネトレータの開発が難航したことによるスケジュールの遅延の
ため、衛星本体が経年劣化したため、宇宙開発委員会で中間評価を行い、プロジェクトとしては中止し、開発中のペ
ネトレータを国内外の月・惑星計画で活用するとともに、衛星本体は可能な限りロケット開発に有効利用することと
なった。 
 
 １６ １７ １８ 

ＪＡＸＡが開発し打ち上げた科学衛星 － 

第 23 号科学衛星 
「すざく」（Ｘ線天文衛星） 
第 21 号科学衛星 
「あかり」（赤外線天文衛星）

第 22 号科学衛星 
「ひので」（太陽観測衛星）

特許等の出願数（※科学衛星と利用衛星の合計値） １０９ １１３ １２０

出典：ＪＡＸＡ調べ 
 
３．評価結果 
 Ａ 

 
４．評価結果の政策への反映方針 
宇宙天文学や宇宙探査の分野において、今後も、世界第一線級のサイエンス・センターを目指し、信頼性を第一に
据えた開発を行う。月周回衛星（ＳＥＬＥＮＥ）については平成１９年度の打上げに向けて、第２４号科学衛星（Ｐ
ＬＡＮＥＴ－Ｃ）については平成２２年度の打上げに向けてそれぞれ開発を進める。第２５号科学衛星（ＡＳＴＲＯ
－Ｇ）については開発研究を開始する。 
また、現在、運用中の衛星についても、観測データを世界中の科学者、関係機関に公開するなど、学術研究の進
展に貢献し、世界的な研究拠点となることを目指す。 
なお、第１７号科学衛星（ＬＵＮＡＲ－Ａ）計画の中止をうけて、今後このような結果を招くことのないよう、
まずＪＡＸＡにおいては、実現可能性の十分な審査、中間評価を実施し、場合によっては中止の勧告まで踏み込ん
だ方向転換を行える体制づくりを行うとともに、宇宙開発委員会においても計画の進捗状況を適時的確に把握する
こと等を従来にも増して厳格に行うこととし、平成１９年４月には「宇宙開発に関するプロジェクトの評価指針」
の見直しを実施した。 
 
→予算、機構定員等への考え方 
宇宙天文学や宇宙探査の分野で学術的に意義の大きな成果を挙げるため、引き続き、科学衛星の開発・運用に必要
な予算、人員の確保を図る。 
 

５．主な政策手段 
政策手段の名称 

[18年度予算額（百万円）] 概要 18年度の実績 ２０年度予算要
求への考え方 

ＪＡＸＡによる宇宙分野の研
究・開発・利用 
（ＪＡＸＡ運営費交付金 1，383
億円の内数） 

世界最高水準
の宇宙科学研
究の推進 

第 22 号科学衛星「ひので」（太陽観測衛星）の打上げに成功し、 
初期観測を実施した。また、第 21 号科学衛星「あかり」（赤外線 
天文衛星）第 23 号科学衛星「すざく」（Ｘ線天文衛星）等につい 
ても順調に運用を継続中である。 

引き続き、必要な
予算、人員の確保
を図る。 
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達成目標４－７－４ 
 

宇宙開発の意義やその成果について国民・社会からの理解を更に深めるとともに、新たな宇宙
開発のニーズの開拓を行う。（１５年度・２４年度） 

 
１．評価の判断基準 

新たな宇宙開発のニーズの開拓の進捗状況 

判断基準 

Ｓ＝新たな宇宙開発のニーズの開拓を行うことができた。 
Ａ＝新たな宇宙開発のニーズの開拓にむけて、国民・社会の理解を得るための広報・普及活動を前年度
以上に実施し、動員数等も大きく増加した。 
Ｂ＝新たな宇宙開発のニーズの開拓にむけて、国民・社会の理解を得るための広報・普及活動を前年度
と同程度に実施することができた。 
Ｃ＝新たな宇宙開発のニーズの開拓にむけて、国民・社会の理解を得るための広報・普及活動を十分に
実施することができなかった。 

 
２．平成18年度の状況 
 宇宙開発に関する国民・社会の理解を更に深めるため、宇宙開発に対して、これまで関心が低かった国民から興味 
をもってもらうための活動、及び既に関心が高い国民に更に深い情報を提供し、理解を深める活動を展開した。 
具体的には、ロケットの打上げの機会等に併せて、衛星の役割、宇宙開発の意義などを積極的に伝える活動を行っ
た。特に、平成１９年度に打上げ予定の月周回衛星「セレーネ」について、衛星に搭載する名前とメッセージを募集
する「セレーネ『月に願いを！』キャンペーン」を展開し、４１万人を超える応募を集めた。 
また、ＪＡＸＡ役職員との意見交換の場であるＪＡＸＡタウンミーティングを全国８箇所で開催し、参加者の理解
を得るとともに、開催地域との関係を構築することができ、アンケートにおいても、来場者の多数が、ＪＡＸＡの事
業に対する理解が深まったと答えるとともに、もっと積極的に事業を推進すべきとの回答があった。 
全国のＪＡＸＡ事業所においては、施設の一般公開を実施したり、日頃から見学者を受け入れるなど、直接国民と
接し、理解増進を図っている。また、事業所のある地域との連携も進めており、一般公開の来場者は、年々増加して
いる。 
宇宙教育活動の展開・推進としては、教育機関との連携を進め、宇宙を素材とした授業の支援や、年間３００件を
超える講師の派遣を行った。また年代に応じた段階的プログラムである「コズミックカレッジ」を行った。 
その他、ホームページによる情報発信・意見聴取、各種イベントの開催、広報誌の制作等、継続的に広報・普及活
動を行った。 
 
 １６ １７ １８ 
①成果の外部発表数 
（うち査読付き論文数） 

3,655
(399)

3,188 
(289) 

3,806
(472)

②シンポジウムの開催件数 41 71 80
③施設公開における動員数 33,056 42,664 49,142
④タウンミーティング開催件数 ３ ２ ８
⑤授業支援校 12 20 27
⑥講師派遣件数 272 380 393
⑦コズミックカレッジ開催件数 17 18 26

出典：ＪＡＸＡ調べ 
 
３．評価結果 
 Ａ 

 
４．今後の課題及び政策への反映方針 
 引き続き、宇宙開発に関する国民・社会からの理解を更に深めるため、宇宙開発に対して、これまで関心が低か
った国民から興味をもってもらうための活動、及び既に関心が高い国民に更に深い情報を提供し、理解を深める活動
を展開する。今後は、さらに、ターゲット毎にきめ細かな活動を行うことによって、新たな宇宙開発のニーズの開拓
にもつなげることが必要である。 
また、対話型の広報活動を進め深い理解を得るとともに、今後も打上げなどの機会に、積極的な広報活動を展開す
る。 
科学館等との連携を進め、広がりのある広報活動を展開する。 
宇宙教育活動については、限られた資源を有効利用して更なる全国展開を行うため、それぞれの地域において、自
然に連携校及び拠点が増えていくような方策を検討する。 
さらに、ユーザーにとって使いやすいホームページの整備・運用を進める。 

 
→予算、機構定員等への考え方 
宇宙開発の意義やその成果についての国民・社会の理解増進、新たな宇宙開発のニーズの開拓に向けて、引き続き、
広報活動、宇宙教育活動の充実を図るため、必要な予算、人員の確保を図る。 

 
５．主な政策手段 
政策手段の名称 

[18年度予算額（百万円）] 
概要 18年度の実績 

２０年度予算要
求への考え方

ＪＡＸＡによる宇宙航空分
野の研究・開発・利用 
（ＪＡＸＡ運営費交付金 
1，383 億円の内数） 

広報推進事業お
よび理解増進事
業の推進 

ロケットの打上げに併せて、キャンペーン等を実施した。 
年間 8 箇所でタウンミーティングを開催した。 
各事業所において、施設の一般公開の実施や見学者の受け入れ、地域
との連携を図った。 
学校及び教員等との連携による授業支援を行い、約 400 件の講師派遣
を実施した。 
全国 35 会場でコズミックカレッジを開催し、約 2,100 人の参加が 
あった。 
ユーザーにとって使いやすいホームページを目指し、リニューアルを
行った。 

引き続き、必要
な予算、人員の
確保を図る。 
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達成目標４－７－５ 
 
社会からの要請に応える研究開発を行うとともに、次世代を切り開く先進技術を開発することに
より、航空科学技術を我が国の社会基盤を支える基幹技術とする。（１６年度・２４年度） 

 
１．評価の判断基準及び指標 

国産小型旅客機及び環境適合型エンジンの開発に貢献する技術開発の進捗状況 

判断基準 

Ｓ＝独立行政法人宇宙航空研究開発機構が民間企業との共同研究を通じて、企業が求める技術開発の成果を得る
とともに、開発中の機体・エンジンに適用可能なさらなる革新的な技術を開発するなど、当初の計画以上に
進捗している。 
Ａ＝実施機関である独立行政法人宇宙航空研究開発機構が民間企業との共同研究を通じて、企業が求める技術開
発の成果を得るなど、当初の計画どおり進捗している。 
Ｂ＝独立行政法人宇宙航空研究開発機構と民間企業との共同研究において、大部分の研究項目では成果が得られ
たが、一部、企業の要求どおりの成果が得られていない項目があるなど、当初の計画に比べてやや遅れが見
られる。 
Ｃ＝独立行政法人宇宙航空研究開発機構と民間企業との共同研究において、企業からの要求どおりの成果が得ら
れなかった項目が目立つなど、当初の計画に比べ大きな遅れが見られる。 

 
２．平成18年度の状況 
 平成 1８年度当初計画では、国産小型旅客機の設計・製造の低コスト化・高効率化や安全性、快適性、環境適合性
の高度化等、及び環境適合型エンジンの低燃費、低騒音、低ＮＯｘ化等に貢献する技術開発を行うこととしていた。 
国産小型旅客機及び環境適合型エンジンともに、以下の表に掲げる研究開発項目について、ＪＡＸＡが、民間企
業と共同研究契約を結び、技術開発を行い、企業が求める成果を提供した。 
例えば、機体の空力設計高度化技術においては、旅客機の空力解析では最も困難な、高揚力装置（フラップ）の
ＣＦＤ（数値流体力学）解析について、計算の信頼性の評価・改良を実施し、高揚力装置設計に利用可能な空力設
計高度化技術を確立し提供した。 
また、エンジンに関する例としては、騒音低減技術の一環として、エコエンジンのナセル（保護カバー）につい
て３種類の騒音低減ノズルのＣＦＤ解析を実施し、性能を比較検討し、その結果を提供した。 

 
施策名 研究開発項目 

国産旅客機高性能化技術の研究開発 
・空力設計高度化技術    ・構造衝撃評価技術 
・機体騒音低減化技術    ・低コスト複合材構造技術 
・空力弾性評価       ・操縦システム技術 

クリーンエンジン高性能化技術の研究開発 
・騒音低減技術       ・ＣＯ２排出削減技術 
・システム制御技術     ・エンジン試験設備の整備 
・ＮＯｘ排出低減技術 

 
３．評価結果 
Ａ 
 
４．評価結果の政策への反映方針 
 国産小型旅客機及び環境適合型エンジンの開発については、企業側の取組みと連携して適切に対応しているとこ 
ろであり、今後も同プロジェクトを企業側との連携の下で推進していく方針である。 
これまでの進捗から、国産小型旅客機の開発は、平成１９年度末に予定されている民間企業による事業化判断に
向けて、集中的な研究開発による技術的移転を実施するとともに、平成２０年度から飛行試験及び型式証明（ＴＣ）
の取得への技術協力を中心に進める。 
また、環境適合型エンジンの開発については、平成１８年度に引き続き、企業のエンジン開発を支える技術開発
を重点的に推進する。 

 
→予算、機構定員等への考え方 

航空科学技術を我が国の社会基盤を支える基幹技術とするため、国産旅客機等に関する航空科学技術の研究開発に 

必要な予算、人員の確保を図る。 

 
５．主な政策手段 
政策手段の名称 

[18年度予算額（百万円）] 概要 18年度の実績 ２０年度予算要求
への考え方 

ＪＡＸＡによる宇宙航空分野の
研究・開発・利用 
（ＪＡＸＡ運営費交付金 1，383
億円の内数） 

国産旅客機等に関する航空
科学技術の研究開発の推進 

国産旅客機・エンジンの付加価値を高める技術
を提供し、安全で高効率な旅客機・エンジンの
開発に貢献。 

引き続き、必要な
予算、人員の確保
を図る。 

 

 
 


